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資料2-2-1　郵政省に届け出られている国内プロバイダー数の推移
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資料2-2-2　プロバイダーにおける電気通信事業者の内訳

第1種電気通信

事業者　　1.5%

解 説

特別第２種電気
通信事業者　1.1%

IEI 郵政省資料(1999年3月)を元に作成

郵 政 竹へ のJjllけ 出 数3,365 社という数字 だけ

を見 れば､ 国 内プロ バ イダーの 数が 相 変 わらず

増 加傾 向 にあることは 間 違い ない 。し かし 、97

年3 月から98年3 月までの 増加 が958 社 であった

のに 対して､98 年3 月 から99 年3 月 までは704 社

の 増 加と、伸 び率 は 低 下してい る。ちな みに、

99 年5 月１日現 在 、インターネットマガ ジン｢ 商 用

プ ロバ イダー料 金一 覧｣ に 掲載 されている事 業

者の 数は874 社 である。同 資 料は 事業 者 からの

自主 登録 によって 史新 されるため す べてを網 羅

して いるとは 言 えない が､ この 数字 から推 測 す

る限り、実 際にプ ロバ イダ ー業 務を 行なってい

るの は届 け 出 数 の3 分 の1 前 後 ではない かと思

７０　 ◆ インターネット白 書･ ９９
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町liiy71郵政 省資料を元に作 成

資料2-2-3　サービス内容によるプロバイダー事業者の内訳
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その他(ＬＡＮ型ダイヤル

ツプのみ）　0.2%

専 用線・常時接続

の み提 供　5.6%

訂;酊71 「インタ　ネットマガジン」99年7 月号 掲載プロ

バイダーを分類して作成。 99年5 月1 日現在

わ れる。

今年 は 届け 出 総 数よりもむしろ、資 料2-2-2の

第1 種 電気 通信 事 業 者 の 数に 注 目す べ きであ

る。全体 に 占 める割 合 は1.5% とごく少 数 だが 、

そ の実 数は､98 年3 月から99年3 月までの1 年 間

に16 社 から50 杜と3 倍以 上 の増 加となってい る。

そ の要 因 のひとつには､98 年1 月 の電気 通 信事

業 法 の一 部 改 正により、第1 種電 気 通 信事 業 者

の 外 資 規 制 が なくなったことが あげら れる。こ

れによって､ ＢＴや ワールドコムなど の 外資 系 キ

ャリアが 日 本で 第1 種 電 気 通 信 乍業 行の 認 可

を受け る動 きが 加速してい る。

資料2-2-3 によれば､98 年3 月 の時 点 で2 桁 に

満 たなかったＣＡＴＶ事 業 者の 数 が､99 年5 月現

在50 社を 超え た。こ の業 界で は、光 ファイバ ー

によって 事業 者 同士 が 相互 接 続す る動きも進 ん

でおり、さらなる発展 が 期 待 できる。また 、価 格

競 争 によって 利 幅 の 少なくなった 個 人向 け サ ー

ビ スに 対して、より多 くの 利 益 を 見 込 める 専用

線 と常 時 接 続 サ ービ スを提 供 する事 業 者 が 増

加 傾 向にある。今 後は 各社とも、企業 向けに 専

川 線 とホスティングをパッケ ージ化した｢ デ ータ

セ ンター｣ など を主力 商品 に据 えてくることが予

想される。

(倉園佳三　 インターネットマガジン編 集長)



http://IWParchives.jp/
mailto:iwp-info@impress.co.jp



